地域で暮らす人への看護　講義資料
第15回　地域で暮らす人への看護を考える
― 複合的な健康・生活課題をもつ事例への支援 ―
到達目標
(1) 複数の課題が重なる事例の特徴(課題の連鎖・孤立)を説明できる。
(2) 本人・家族・生活環境・社会資源・地域の5つの視点でアセスメントできる。
(3) 課題の優先順位の考え方と、支援目標の立て方を説明できる。
(4) 困りごとに応じて、連携する機関・職種を挙げることができる。
(5) 支援を拒む家族との関係づくりの考え方を説明できる。
(6) 支援の評価・見直しの視点と、これまでの学びのつながりを説明できる。
講義
1. 複合的な課題をもつ事例のとらえ方
地域で暮らす人は、病気だけでなく、介護、経済、家族関係、孤立など、複数の課題を同時に抱えていることが多い。これらの課題は別々に存在するのではなく、互いに影響し合って悪循環をつくる。
	① 健康課題
病気の悪化、物忘れ、体力の低下
	② 生活課題
食事・服薬・金銭管理ができなくなる
	③ 孤立・困窮
人との交流が減り、収入も不足する
	④ さらなる悪化
支援につながらず、健康状態が悪くなる


たとえば、高齢の親と、仕事に就いていない中高年の子が同居している世帯では、支援につながりにくく、問題が深刻になってから発見されることがある。このように、80代の親と50代の子が孤立・困窮する状態を「8050(はちまるごーまる)問題」という。背景には、ひきこもり、親の介護、収入が親の年金に頼っていることなどがある。
具体的な看護場面　糖尿病で訪問看護を受けている高齢の女性の自宅で、冷蔵庫に食材がほとんどないことに看護師が気づいた。血糖値の管理の問題だけでなく、食事の準備、同居の家族の状況、生活費にも目を向ける。一つの課題の背後に、別の課題が隠れていることが多い。
2. アセスメントの視点を統合する
複合的な課題をもつ事例では、病状だけでなく、生活全体を見る必要がある。これまでの学びを踏まえ、次の5つの視点で情報を集め、課題を整理する。

	視点
	確認する内容
	具体例

	本人
	病状、ADL、認知機能、服薬や注射の管理、本人の意向
	低血糖、物忘れ、歩行の不安定

	家族
	介護力、家族関係、介護者の健康や負担、家族の思い
	同居家族の就労状況、支援への考え

	生活環境
	住まい、食事、金銭管理、生活の安全
	食材の有無、段差、収入源

	社会資源・サービス
	利用中のサービス、利用していない理由、要介護認定の有無
	訪問看護のみ、ヘルパーの拒否

	地域
	見守りの目、近所や地域とのつながり
	民生委員、近隣住民、町内会


情報を集める際は、本人の「できないこと」だけでなく、できていること(強み)や、支援を受けていない理由にも注目する。
3. 課題の優先順位と支援目標
課題が多いときは、すべてを一度に解決しようとせず、優先順位をつける。優先順位は、次の考え方で決める。
	優先度
	考え方
	例

	高い
	生命や安全に直結する課題。すぐに対応する
	低血糖、栄養不足、転倒の危険

	次に高い
	本人の意向と、これからの生活の継続に関わる課題
	自宅で暮らし続けたい思い、サービス利用の調整

	中長期で取り組む
	時間をかけて整える課題。関係づくりが前提となる
	経済的な問題、家族の孤立、将来の生活設計


支援目標は、短期目標(数日〜数週間で取り組むこと)と中長期目標(数か月以上かけて取り組むこと)に分けて立てる。目標は、本人や家族が理解でき、実現できる内容にする。
1. 短期目標の例　低血糖を起こさず、決まった時間に食事とインスリン注射ができる。
1. 中長期目標の例　必要なサービスを利用しながら、住み慣れた自宅での生活を続けられる。
4. 社会資源の活用と多職種連携
看護職がすべての課題を一人で解決することはできない。課題に応じて、適切な機関・職種につなぐことが重要である。
	困りごと
	関わる機関・職種

	介護や生活全般の相談
	地域包括支援センター、介護支援専門員(ケアマネジャー)

	医療・服薬の管理
	かかりつけ医、薬剤師、訪問看護師

	地域での見守り
	民生委員、近隣住民、町内会、地域の見守りネットワーク

	生活費の困窮
	福祉事務所(生活保護の実務を行う)、生活困窮者の自立相談支援機関

	ひきこもりや就労の相談
	ひきこもり地域支援センター、自立相談支援機関、就労支援機関


民生委員　民生委員法に基づき、厚生労働大臣が委嘱する。任期は3年で、児童委員を兼ねる。担当地域で、住民の生活状況の把握、相談、福祉サービスの情報提供などを行う。
福祉事務所　生活保護法に基づく生活保護の実務を担う機関である。経済的に困窮している人の相談に応じる。
関係者が集まる場として、サービス担当者会議や地域ケア会議を活用し、情報を共有して役割分担を確認する。
5. 支援を拒む家族との関係づくり
支援が必要な状況でも、本人や家族が支援を断ることがある。断る背景には、「他人が家に入るのが不安」「費用が心配」「家族のことは自分で何とかしたい」「過去に嫌な経験があった」などの理由がある。断られたからといって、支援をあきらめてはならない。
1. 責めない　支援を断る気持ちや、これまで家族が担ってきた苦労を認める。
1. 理由を聴く　断る背景にある不安や困りごとを、ゆっくり尋ねる。
1. 小さな提案から始める　家に入らずに利用できる配食サービスなど、受け入れやすいものから提案する。
1. 関わり続ける　定期的な訪問を続け、信頼関係をつくる。無理に介入せず、本人や家族が助けを求められる状態を目指す。
1. 家族も支援の対象としてとらえる　同居の家族自身の困りごと(健康、仕事、孤立)にも目を向ける。
6. 支援の評価・見直しと、これまでの学びのつながり
支援は、立てた計画を実施して終わりではない。状況は常に変化するため、評価と見直しを繰り返す。
	① アセスメント
5つの視点で情報を集め、課題を整理する
	② 目標・計画
優先順位を決め、短期・中長期の目標を立てる
	③ 実施・連携
多職種・関係機関と役割分担して支援する
	④ 評価・見直し
目標の達成度と状況の変化を確認し、計画を修正する


評価では、目標が達成されたか、新しい課題が生じていないか、本人・家族の意向が変わっていないかを確認する。
本講義は、これまでの学びを統合する回である。第1回から第14回までの内容は、次のようにつながっている。
1. 生活者としてとらえる　生活環境、家族背景、社会とのつながりを把握する(第1・2回)。
1. 地域包括ケアシステムと社会資源　制度やサービスを理解し、活用する(第3・4回)。
1. 対象別・健康課題別の支援　高齢者、慢性疾患、障害、精神、子ども、在宅療養者、退院後の生活を支える(第5〜11回)。
1. 多職種連携・意思決定・家族支援　関係職種と協働し、本人の意思を尊重し、家族を支える(第12〜14回)。
事例演習
Pさん(84歳、女性)は、2型糖尿病でインスリン自己注射を行っている。軽度の物忘れがあり、膝の痛みのため歩行が不安定である。長男(55歳)と二人暮らしで、長男は15年ほど前に退職してから仕事に就かず、外出もほとんどしない。生活費はPさんの年金のみである。週1回、インスリンの管理のために訪問看護を利用している。ある日、訪問した看護師は、Pさんの手のふるえとふらつきに気づいた。血糖を測定すると48mg/dLで、低血糖であった。注射の打ち忘れや食事量の不足がみられ、冷蔵庫にはほとんど食材がなかった。長男は「母のことは自分がやっているから大丈夫」と話し、ホームヘルパーの導入を断った。また、民生委員から地域包括支援センターに「最近Pさんを見かけない」と連絡が入っている。
設問1　Pさんの状況を、本人・家族・生活環境・社会資源・地域の5つの視点で整理してみよう。





設問2　Pさんの課題のうち、優先して取り組むべきものを選び、短期目標と具体的な支援を考えてみよう。




設問3　長男との関係づくりの工夫と、連携する機関・職種およびその役割を考えてみよう。






事例演習　解答・解説【教員用】
【教員用】設問1について
本人：低血糖(48mg/dL)、注射の打ち忘れ(物忘れ)、食事量の不足、膝の痛みによる歩行の不安定さ(転倒のリスク)。インスリン治療を続けている。
家族：長男は唯一の同居家族で、日常生活を担っているが、仕事に就かず外出も少なく、孤立している可能性がある。支援を断っており、長男自身の困りごとも確認が必要である。
生活環境：冷蔵庫に食材がほとんどなく、食事の準備ができていない。収入はPさんの年金のみで、経済的に厳しい可能性がある。
社会資源・サービス：訪問看護のみで、ホームヘルパーは拒否されている。要介護認定やケアプランの有無の確認が必要である。
地域：民生委員がPさんを見かけないことに気づいており、見守りの目がある。地域包括支援センターに情報が入っている。
【教員用】設問2について
優先して取り組む課題：低血糖と食事不足(生命・安全に直結する課題)。
短期目標の例：低血糖を起こさず、決まった時間に食事とインスリン注射ができる。
具体的な支援：低血糖の状態を主治医に報告し、インスリンの量や種類の見直しを相談する。注射の打ち忘れを防ぐため、カレンダーを使った確認や、訪問時の確認を行う。低血糖時の対応(ブドウ糖の携帯)をPさんと長男に説明する。食事の確保のため、配食サービスの利用を提案する。転倒の予防にも留意する。
経済的な問題や長男の孤立は、時間をかけて取り組む中長期の課題として位置づけられているかを確認する。
【教員用】設問3について
長男との関係づくり：「自分でやっている」という長男の気持ちと、これまでの苦労を認める。ヘルパーを断る理由(他人が家に入る不安、費用の心配等)を尋ねる。家に入らずに利用できる配食サービスなど、受け入れやすいものから提案する。定期的な訪問を続け、長男自身の困りごとにも耳を傾ける。
連携する機関・職種：地域包括支援センター(総合相談、介護支援専門員への橋渡し、要介護認定の申請支援)、民生委員(見守り、地域での様子の共有)、主治医・薬剤師(インスリンや服薬の調整)、福祉事務所や自立相談支援機関(経済面の相談、生活保護や就労に関する相談)、必要に応じてひきこもりに関する相談機関。
サービス担当者会議や地域ケア会議を活用し、関係者で情報を共有して役割分担を行う視点があるかを確認する。


看護師国家試験　過去問題
【問題1】　民生委員について正しいのはどれか。2つ選べ。
1. 児童委員を兼ねる。
2. 任期は5年である。
3. 厚生労働大臣から委嘱される。
4. 社会福祉法に基づいて置かれる。
5. 全国で約50万人が活動している。

【問題2】　生活保護法に基づき生活保護の実務を行うのはどれか。
1. 保健所
2. 福祉事務所
3. 精神保健福祉センター
4. 地域包括支援センター






















看護師国家試験　過去問題
【問題1】　民生委員について正しいのはどれか。2つ選べ。
1. 児童委員を兼ねる。　◀ 正解
2. 任期は5年である。
3. 厚生労働大臣から委嘱される。　◀ 正解
4. 社会福祉法に基づいて置かれる。
5. 全国で約50万人が活動している。
解説　民生委員は、児童福祉法に定める児童委員を兼ねる。都道府県知事(政令指定都市・中核市では市長)の推薦に基づき、厚生労働大臣が委嘱する。任期は3年で、再任も可能である。根拠となる法律は社会福祉法ではなく民生委員法である。活動している人数は約22万人であり、約50万人ではない。
出典：第115回看護師国家試験　午後86問

【問題2】　生活保護法に基づき生活保護の実務を行うのはどれか。
1. 保健所
2. 福祉事務所　◀ 正解
3. 精神保健福祉センター
4. 地域包括支援センター
解説　生活保護の実務を担うのは、生活保護法に基づく市町村(特別区を含む)の福祉事務所であり、被保護世帯を支援するケースワーカーが配置されている。保健所は地域保健法、精神保健福祉センターは精神保健福祉法、地域包括支援センターは介護保険法に基づく機関であり、生活保護の実務は行わない。
出典：第113回看護師国家試験　午前29問



